
　　　　　　　（３）株主資本等変動計算書
　　　　　　　（４）個別注記表

株式会社常陸那珂ジェネレーション

計　　算　　書　　類

第　５　期

２０１７年　４月　１日から

２０１８年　３月３１日まで

　　　　　　　（１）貸借対照表
　　　　　　　（２）損益計算書



(単位 : 千円)

　　　　　　　科　目　　　　　　　 金　額 科　目 金　額

（資産の部） （負債の部）

　　流動資産 3,204,651 　流動負債 1,313,330

　　　現金及び預金 3,039,197 　　未払金 1,275,848

　　　未収入金 160,930 　　未払費用 3,655

　　　前払費用 4,523 　　未払法人税等 33,772

　　預り金 55

　　固定資産 64,889,724 　固定負債 62,735,936

　　　有形固定資産 48,880,884 　　関係会社長期借入金 19,230,000

　　　　建設仮勘定 48,880,884 　　長期借入金 39,583,000

　　長期未払費用 319,323

　　資産除去債務 1,397,655

　　繰延税金負債 425,726

　　金利スワップ 1,780,231

　　　投資その他の資産 16,008,839 負債合計 64,049,266

　　　　長期前払費用 12,432,001

　　　　その他投資等 3,576,838 （純資産の部）

　株主資本 5,825,340

　　資本金 4,050,000

　　資本剰余金 4,050,000

　　　資本準備金 4,050,000

　　利益剰余金 △2,274,659

　　　その他利益剰余金 △2,274,659

　　　　繰越利益剰余金 △2,274,659

　評価・換算差額等 △1,780,231

　　繰延ヘッジ損益 △1,780,231

純資産合計 4,045,108

資産合計 68,094,375 負債・純資産合計 68,094,375

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

資産の部 負債及び純資産の部

貸借対照表

2018年 3月31日現在

株式会社常陸那珂ジェネレーション



(単位 : 千円)
　　　　　　　科　目　　　　　　　

販売費及び一般管理費 219,014

　営業損失 219,014

営業外収益

　　雑収益 831 831

営業外費用

　　シンジケートローン手数料 1,560,372

　　雑損失 37 1,560,410

　経常損失 1,778,593

　税引前当期純損失 1,778,593

　　法人税及び住民税 1,372

　　法人税等調整額 425,726 427,098

　当期純損失 2,205,691

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

損益計算書

2017年 4月 1日から
2018年 3月31日まで

金　額

株式会社常陸那珂ジェネレーション



（単位：千円）

資  本 その他利益剰余金 利　益

剰余金 繰越利益 剰余金

合　計 剰 余 金 合　計

 当期首残高 50,000 50,000 50,000 △ 68,967 △ 68,967 31,032

 事業年度中の変動額

　 新株の発行 4,000,000 4,000,000 4,000,000 8,000,000

 　当期純損失 △2,205,691 △2,205,691 △2,205,691

　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

 当期変動額合計 4,000,000 4,000,000 4,000,000 △2,205,691 △2,205,691 5,794,308

 当期末残高 4,050,000 4,050,000 4,050,000 △ 2,274,659 △ 2,274,659 5,825,340

純資産

合  計

 当期首残高 31,032

 事業年度中の変動額

　 新株の発行 8,000,000

 　当期純損失 △2,205,691

　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,780,231 △1,780,231 △1,780,231

 当期変動額合計 △1,780,231 △1,780,231 4,014,076

 当期末残高 △1,780,231 △1,780,231 4,045,108

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書

（2017年 4月 1日から2018年3月31日まで）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金

評価・換算差額等

株主資本合計

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計



個別注記表 

 

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

  ① デリバティブ・・・時価法 

 

（２）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジによっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段・・・金利スワップ 

 ヘッジ対象・・・融資元本残高に対する利息（優先ローン部分） 

③ ヘッジ方法 

 長期借入金（優先ローン）の変動金利によるリスクをヘッジすることを目的とし

て、固定金利による金利スワップを実施しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期

間において、ヘッジ対象のキャッシュフロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュフロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎として判断しております。 

 

（３）消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

２． 貸借対照表に関する注記 

（１） 担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

 現金及び預金    3,039,197 千円 

 前払費用          4,523 千円 

 建設仮勘定     48,880,884 千円 

 長期前払費用    12,432,001 千円 

   計       64,356,606 千円 

② 担保に係る債務 

 長期借入金     39,583,000 千円 



 

（２） 関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

① 短期金銭債務    1,351 千円 

② 長期金銭債務  19,549,323 千円 

 

 

３． 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

 販売費及び一般管理費  9,275 千円 

 

 

４． 株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における発行済株式の数   162,000 株 

 

 

５． 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は資産除去債務、金利スワップであり、全額評価性引

当額を計上しております。また、繰延税金負債の発生の主な原因は資産除去債務に対応

する資産です。 

 

 

６． 金融商品に関する注記 

（１） 金融商品の状況に関する事項 

当社は資金運用については短期的な預金に限定し、プロジェクトファイナンス契

約による金融機関からの借入と親会社からの借入により資金を調達しております。 

借入金の使途は運転資金および設備投資資金であり、長期借入金の一部は金利変

動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しておりま

す。 

関係会社長期借入金は固定金利です。 

 

（２） 金融商品の時価に関する事項 

 平成 30 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。 

   

 

 



 

                                   単位：千円 

区  分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

①現金及び預金 3,039,197 3,039,197 ― 

②関係会社長期借入金 (19,230,000) (24,402,760) (5,172,760) 

③長期借入金 (39,583,000) (39,583,000) ― 

④金利スワップ (1,780,231) (1,780,231) ― 

   負債に計上されているものについては（ ）で示しております。 

 

金融商品の時価の算定方法 

・①現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。 

    ・②関係会社長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

    ・③長期借入金の時価については、変動金利であり短期間で市場金利を反映してい

ることから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、帳簿価額によってお

ります。 

    ・④金利スワップ取引で繰延ヘッジ会計によるものは、金融機関からの時価評価額

に基づき算定しております。 

 

 

７． 関連当事者との取引に関する注記 

   親会社及び法人主要株主等 

 

種類 会社等の名

称 

議決権等の

所有割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 

（千円） 

科目 期末残高 

（千円） 

親会社 JERA パワー

インベストメ

ント合同会社 

被所有 

直接 100％ 

役員の兼任

等 

  ―   ― 関係会社 

長期借入金 

19,230,000 

親会社 株 式 会 社

JERA 

被所有 

間接 100％ 

役員の兼任

等 

業務支援 

OA 機器リース 

資金の借入 

第三者割当

増資 

8,480 

5,524 

3,100,000 

8,000,000 

― 

― 

― 

  ― 

― 

― 

― 

― 

   

 



 （注）1.資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

    2.取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同様に決定しております。 

    3.第三者割当増資は、当社に対し、株式会社 JERA が新株の引受を行ったもので

す。 

    4.取引金額及び期末残高には消費税は含まれておりません。 

    5.新設分割に伴い、株式会社 JERA から JERA パワーインベストメント合同会社

へ当社の株式および当社への長期貸付金が包括承継されております。 

 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額    24,969 円 80 銭  

   １株当たり当期純損失   18,079 円 44 銭 

 （注）当社は 2017 年 7 月に 160,000 株の増資を行っており、1 株当たり当期純損失は期

中平均株式数により算定しております。 

 

 

９．その他の注記 

  資産除去債務に関する注記 

① 資産除去債務の概要 

「事業用定期借地権設定契約公正証書第１０条」に基づく原状回復費用として、

現在建設中の発電設備の撤去費用を資産除去債務に計上しております。 

② 資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を事業用定期借地権の残契約期間である 48 年と見積り、割引率

は 0.962％を使用して金額を算定しております。 

③ 当年度における当該資産除去債務の総額の増減 

 期首残高               ― 千円 

 有形固定資産の取得に伴う増加額 1,397,655 千円 

 期末残高            1,397,655 千円 


